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（別紙） 

新 旧 対 照 表 

（注）下線を付した部分が改正部分である。 

改 正 後 改 正 前

（規則別表第三（六）、（十一）、（十四）、（十五）の財産の例示） 

６の２―２ 

⑴ 次に掲げる財産は、規則別表第三に規定する「（六） 有価証券」に該当する。 

イ 質権又は譲渡担保の対象となっている有価証券 

ロ 規則第 12 条第２項に規定する「株式に関する権利（株式を無償又は有利な価額で取得すること

ができる権利その他これに類する権利を含む。）」のうち新株予約権 

(注) 規則第 12条第２項括弧書に規定する「株式を無償又は有利な価額で取得することができる

権利」のうちその年の 12 月 31 日が権利行使可能期間内に存しないものについては、財産債

務調書への記載を要しないことに留意する。 

また、「その他これに類する権利」には、株主となる権利、株式の割当てを受ける権利、株

式無償交付期待権が含まれる。 

⑵ 次に掲げる財産は、規則別表第三に規定する「（十一） 未収入金（受取手形を含む。）」に該当す

る。 

イ 売掛金 

ロ その年の 12 月 31 日において既に弁済期が到来しているもので、同日においてまだ収入してい

ないもの（未収法定果実、保険金、退職手当金等） 

⑶ 次に掲げる財産は、規則別表第三に規定する「（十四） （四）、（十二）及び（十三）に掲げる財

産以外の動産」に該当する。 

イ 所得税法施行令第３条《棚卸資産の範囲》に掲げる財産 

ロ 家財（規則別表第三に規定する「（十二） 書画骨とう及び美術工芸品」及び「（十三） 貴金

属類」を除く。） 

(注) 貴金属類のうち、いわゆる装身具として用いられるものは、その用途が事業用であるもの

を除き、家財として取り扱って差し支えない。 

ハ 所得税法施行令第６条第３号から第７号まで《減価償却資産の範囲》に掲げる財産 

⑷ 次に掲げる財産は、規則別表第三に規定する「（十五） その他の財産」に該当する。 

イ 規則第 12 条第２項に規定する「保険（共済を含む。）の契約に関する権利」 

(注) 規則第 12 条第２項に規定する「保険（共済を含む。）の契約に関する権利」の意義につい

ては、５―５⑴参照。 

ロ 規則第 12 条第３項第１号に規定する「預託金又は委託証拠金その他の保証金」 

(注) 規則第 12条第３項第１号に規定する「預託金」の意義については、５―６⑴参照。 

ハ 規則第 12 条第３項第３号に規定する「民法第 667 条第１項に規定する組合契約」又はこれに類

する契約に基づく出資 

（規則別表第三（六）、（十一）、（十四）、（十五）の財産の例示） 

６の２―２ 

⑴ 次に掲げる財産は、規則別表第三に規定する「（六） 有価証券」に該当する。 

イ 質権又は譲渡担保の対象となっている有価証券 

ロ 規則第 12 条第２項に規定する「株式に関する権利（株式を無償又は有利な価額で取得すること

ができる権利その他これに類する権利を含む。）」のうち新株予約権 

(注) 規則第 12条第２項括弧書に規定する「株式を無償又は有利な価額で取得することができる

権利」のうちその年の 12 月 31 日が権利行使可能期間内に存しないものについては、財産債

務調書への記載を要しないことに留意する。 

また、「その他これに類する権利」には、株主となる権利、株式の割当てを受ける権利、株

式無償交付期待権が含まれる。 

⑵ 次に掲げる財産は、規則別表第三に規定する「（十一） 未収入金（受取手形を含む。）」に該当す

る。 

イ 売掛金 

ロ その年の 12 月 31 日において既に弁済期が到来しているもので、同日においてまだ収入してい

ないもの（未収法定果実、保険金、退職手当金等） 

⑶ 次に掲げる財産は、規則別表第三に規定する「（十四） （四）、（十二）及び（十三）に掲げる財

産以外の動産」に該当する。 

イ 所得税法施行令第３条《棚卸資産の範囲》に掲げる財産 

ロ 家財（規則別表第三に規定する「（十二） 書画骨とう及び美術工芸品」及び「（十三） 貴金

属類」を除く。） 

(注) 貴金属類のうち、いわゆる装身具として用いられるものは、その用途が事業用であるもの

を除き、家財として取り扱って差し支えない。 

ハ 所得税法施行令第６条第３号から第７号まで《減価償却資産の範囲》に掲げる財産 

⑷ 次に掲げる財産は、規則別表第三に規定する「（十五） その他の財産」に該当する。 

イ 規則第 12 条第２項に規定する「保険（共済を含む。）の契約に関する権利」 

(注) 規則第 12 条第２項に規定する「保険（共済を含む。）の契約に関する権利」の意義につい

ては、５―５⑴参照。 

ロ 規則第 12 条第３項第１号に規定する「預託金又は委託証拠金その他の保証金」 

(注) 規則第 12条第３項第１号に規定する「預託金」の意義については、５―６⑴参照。 

ハ 規則第 12 条第３項第３号に規定する「民法第 667 条第１項に規定する組合契約」又はこれに類

する契約に基づく出資 
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(注) 規則第 12条第３項第３号に規定する「その他これらに類する契約に基づく出資」の意義に

ついては、５―６⑵参照。 

ニ 規則第 12 条第３項第４号に規定する「信託に関する権利」 

(注) 規則第 12条第３項第４号に規定する「信託に関する権利」の意義については、５―６⑶参

照。 

ホ 規則第 13 条第３号に規定する「特許権、実用新案権、意匠権若しくは商標権又は著作権その他

これらに類するもの」 

ヘ 財産的価値のある仮想通貨（資金決済に関する法律（平成 21 年法律第 59 号）第２条第５項に

規定する「仮想通貨」等） 

(注) 規則第 12条第３項第３号に規定する「その他これらに類する契約に基づく出資」の意義に

ついては、５―６⑵参照。 

ニ 規則第 12 条第３項第４号に規定する「信託に関する権利」 

(注) 規則第 12条第３項第４号に規定する「信託に関する権利」の意義については、５―６⑶参

照。 

ホ 規則第 13 条第３号に規定する「特許権、実用新案権、意匠権若しくは商標権又は著作権その他

これらに類するもの」 
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表１（国外財産調書合計表） 表１（国外財産調書合計表） 
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表２（財産債務調書合計表） 表２（財産債務調書合計表）
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附則（平 30 課総９－167） 

（経過的取扱い） 

この法令解釈通達による改正後の表１及び表２の取扱いは、平成 32年１月１日以後に提出する国外財産

調書及び財産債務調書について適用し、同日前に提出した国外財産調書及び財産債務調書については、な

お従前の例による。


